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産業構造変化の測定法について

-産業人口の構造変化を中心として-

山　　一1田

I　はしがき

経済構造の分析にはいろいろな方法が考えられ

る。なかでも産業連関分析はもっともT)ジッドな

ものと見られよう.1)さらにフレキシブルな方法

にはホフマン2)やコ-リン・タラ-ク3)の分析が

あることは周知のところであろう。もちろん後者

の方法は簡単なものではあるが従来多くの有益な

結果をもたらしたことを否定するものではない。

しかし,もし生産技術という観点から産業構造の

分析を行なおうとするかぎり,これらの方法は必

ずしも満足な結果を与えなかったことは,同時に

否定できない事実である。

技術の変化をどのようにあらわすかについては

なお疑問の余地を残すが,ここでは産業連関分析

に用いられる技術表示の1方式,すなわちアクテ

ィブィティをもってその1方式とする。アクティ

1) Wassily W. Leontief, The Structure of Ame-

riean Economy, 1919-1939, 2nd ed., 1951. (山田勇・

家本秀太郎共訳『アメリカ経済の構造』 1961年)

2) Walter Hoffmann, Studien und Typen der

lndustrialisierung, Jena, 1931.

3) Colin Clark, Conditions of Economic Progress,

2nd ed,1961. (小原敬士他訳『経済進歩の諸条件』2

1953, 1955)

勇

ヴィティのうちもっとも代表的なものは生産アク

ティヴィティproduction activityであるが,そ

のほか消費アクティヴィティconsumptionacti-

vity,*　一般的にいって取引アクティブィティ

transaction activityをここでは技術をあらわす

方式と考える5)0

本稿においては,まず理論分析の部で,産業連

関分析をとくに技術変化を陽表的にあらわすもの

として使用し,産業別人口の時点比較を行なうこ

ととする。ついで,理論分析の結果を実際の統計

資料に適用して,産業人口構造の国際比較を行な

うことを目的とする。このあとの段階においては,

もはや産業連関表を各国ごとに利用することを許

さない。産業連関表を作成している国はなほ一部

の国にとどまるからであ草。したがって,技術変

化が労働投入量に反映したものとして,労働投入

量の時点比較を行なうことになる。このようにし

て後段においては主要なそしてとくに興味のある

国々について産業人口構造の変化を測定する。

4) Helen Makower, Activity Analysis and the

Theory of Economic Equilibrium, 1956.

5)ダグラス細数もまた生産技術表示の1方法とし

て使用せられることは周知のところであろう。
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II　産業連関モデル

産業連関モデルはいうまでもなく

X- lI-AYi y　　　　　　(1)

であらわされる。ここにガは基準時におけるア

ウトプットの列ベクトノレ, Aは投入係数マト7)ッ

クス, Yは最終需要列ベクトルであり, Zは単位

マトT)ソクスである。 XおよびYは1ln次, I

およびAはn-n次であるものとする。

また比較時におけるアウトプット列ベクトノレ,

投入係数マトリックスおよび最終需要列ベクトル

をそれぞれ　W,B,Zであらわす。なお比較時に

おいても　WおよびZは11n次,BはY"L次とす

る。此較時における産業連関モデルは

W- [I-BTIz (2)

となる。

ここで労働投入係数マトリックスをつぎのよう

に定義する。

基準時においては

此較時においては

ao-ffioi0""

_odon-
6o-601.0

.0bon_
そうすれば,労働投入量はつぎの式によって与え

られる。

ここで

aoX-aQII-ATIy

boW-boU-B]-iz

JUl
f-i0

(In-

(3)

(4)

を体系内に,つぎ

のような形で導入する。

oil-BTiz- uaolトA]-l Y

(5)式から〃を求めると

∑ (1+β'i)BuY,
3 Ooi

(5)

Pi=
∑Av Yj loj
3

(6)

となる。ここにβ声ま最終需要Yjの成長率　Aij

およびBijはそれぞれ, U-AYlおよび[7-BT

の各要素をあらわす。 (6)式の分母は第i番目の

部門の基準時における実際の労働投入量であり,

分子は比較時における同部門の労働投入量である。

したがってFLは両時点豆おける労働投入量の此率

であり,これを労働投入比と呼ぼう。 FLは定数で
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はなく, Yの関数であることが(6)式から知られ

る。しかし,もしもβが各部門ごとに等しいこと,

すなわち各部門の成長率が相互に等しく,そのう

えBがAに等しいこと,すなわち基準・比較の

両時点において技術に変化がないと仮定すれば6),

(6)式から

Jォォ- (l十β)忠

がえられる。ここにβは国民経済全体の成長率で

ある。

III　産業構造の比例的変化

いままでは, fLの経済的意味について一言も触

れなかったが,ここではその意味を追求するため,

いま〃が各部門を通じて一定であると考える。こ

のことは各部門の労働投入量の両時点間における

変化が同一であると考えることにはかならない。

その条件は(6)式において//l-//2----jUサ= pと

することであって,その結果, L'の値いかんにか

かわらず,つぎの比例式

b。hb。k

"蝣oft.&ok

∑(1+βi)BkjY:kj*j∑(1十βj)ShJY,
蝣hj*jlJ
∑蝣ikjti
3

∑ Ahj Yj
3

(7)

(h,k-l,2, ---,n)

が成立する。 pを構造比例係数と名?けよう。上

式において,もし基準時と比較時において投入係

数に変化がなく,かつ各部門の成長率が等しけれ

ば

慧一票(h,k-l,2,蝣-,n) (8)
となる。もしまた各部門における両時点の労働投

入係数のitがたがいに相等しければ, (7)式から

∑(1+βOBtjYskjXj∑(1十β蝣j)BhiYj
]1
∑A*j Yj　　　　∑Am Yj

(9)

3　　　　　　　　　1

となる。 (8)式は,両時点における労働投入比が

各部門ごとに等しく,比例的に変化することを示

し, (9)式は,両時点におけるアウトプットが各

6)ここで技術の変化といっているのは, Aないし

Bに関してであって, aもしくはbについていうもの

ではない。
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部門ごとに等しく,比例的に変化することを示す

ものである。

IV　人口増加効果と構造効果

前節では,一般的に,どのような場合に産業構

遇が此例的に変化するかを,労働投入係数とアウ

トプットについて見たのであるが,本節以後にお

いては,この間題をさらに産業人ロの変化につい

て考えてみることにする。

労働投入量が比例的に変化する場合は,前節で

二述べたとおり　fJl-f12---Un-レとなる。この

易合は　[i-vl　　とあらわすことができる。

ただしここにL,は労働投入量の比例定数であるO

この比例定数にはいろいろな値をあてはめるこ

とができよう。そこで,この値を,基準時の産業

_人口に対する比較時の産業人口の比にとれば,つ

晋のようにリをあらわすことができるO

ン-監-慧-芸　(10)
ここにmiは第i部門における基準時の産業人ロ,

Jiは同じく第i部門の比較時における産業人ロ,

_Mは基準時における総産業人ロ, Lは此較時にお

ける総産業人口である。

さて,ここで,人口増加効果と構造効果と名づ

けたものの定義を行なうことにしよう。人口増加

効果(PE)というのは,基準・此較両時点におい

て労働投入係数にも,技術係数にも変化がないと

仮定した場合の,労働投入量の増加分であり,こ

れはつぎのようにあらわすことができる。

pE-レa。II-A]-l y-a-。U-A]~1 Y

- (リーl)aoU-ATIy　　　　　(ll)

_上式においてレanU-Al~1Yは労働投入量の比例

的増加であり, pがその場合の比例定数であるこ

とは前述のとおりである。またa。¥_I-ATIyは

二基準時における実際の労働投入量をあらわす。こ

の最後の式を見れば明らかなように,この産業人

ロの増加分PEは,基準時の労働投入係数aoと

-技術係数マトリックスAによってあらわされる

から,この意味において構造的な変化は見られな

い。

つぎに,構造効果SEというのは,比較時にお

''1ナる実際の労働投入量と人口増加効果との差と定

義する。これを式で示せばつぎのとおりである。

sE- (jtaoU-A]-1 Y-vaotl-ATI Y

- (,ォーpI)aolI-AT'Y　　　　(12)

ここにfiaolI-Aj-'Yは(5)式の右辺であって,

(6)式から知られるように, βは基準・比較両時

点において技術係数と労働投入係数とを異にする

ものであり,構造的な変化を示しているO　なお構

造効果の意味を追求するために,つぎの式を考え

ることにしよう。第i部門の構造効果をSEiで示

せば

SEt- (fit-リ) <kn∑Au Yi
3

∑ (fit- p.j) m,j
3

∑ mJ・
3

aoi∑AijYj　(13)
J

とあらわすことができる。 (13)式の最後の式から

つぎのことがわかる。

もしも各部門の労働投入此FLがたがいに等しい

場合,すなわちfi-fjの場合には, S鋸まゼロ

となる。換言すれば,これは労働投入量が比例的

に変化し,その変化の比がたがいに等しい場合で

あって,そのときSEiはゼロとなり,まえの人

口増加効果PEiだけとなる。しかしSEiがゼロ

となる場合はl*i-[ljの場合だけでなく, (13)

式の∑(jU*-fij)m,jがゼロとなる場合も同様であ
3

る。.しかし∑(pi-[ij)mjがゼロとなる場合は極
3

めてまれであって,通常はゼロ以外のプラスもし

くはマイナスの値をとることは明らかである。い

まもしFLiの値のなかで, pをつぎのように選ぶ

ことにすれば, (13)式の第2式から　SEtはプラ

スとなる。

リ-min(ul,ォ2,～, [tn)　　　(14)

また

り-max(ォi,ォ2,～, (J-n)　　　(15)

の場合SEiはマイナスとなる。このことは以下の

分析で重要な意味を持つことを知るであろう。

本節を終るにあたって,つぎの重要な性質を掲

げる。

人口増加効果と構造効果との和は実際の人

口増加をあらわす。換言すれば,実際の人口

増加は,人口増加効果と構造効果との2つに
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分解することができる。

以上のことがらは, PEとSEとの定義から明

らかなように,自明の事実である。

V　産業人E]の構造から見た経済発展の類型

いままでの理論的分析に基づいて,産業人ロの

増加を,人口増加効果と構造効果との2つの部分

に分け,これを国際的に比較し,各国の経済発展

の類型を求めることとしよう。

前節の終りで明らかにしたように,構造比例係

数pが労働投入此FLiの最小値をとるときは,樵

造効果SEiはプラスとなり,最大値をとるときは

マイナスとなる。しかしFLiが最小値もしくは最

大値でなくても,最小値に近い債,もしくは最大

値に近い値をとるときもまた　SE*はプラスもし

くはマイナスの値をとることは容易に知りうると

ころであろう。この性質を利用して経済発展の類

型を求めようとするのである。

そこで問題は,構造比例係数を何にとるかが重

要な問題となる。もしこれを問題とする産業人ロ

の基準・比較両時点の比にとれば,構造効果の各

部門の合計はゼロとなる。何となれば, (13)式の

第2式から

SEi- (Ui-v)mi　　　　　　　　(16)

したがって

∑」」*- ∑Him-リ∑mi　　　(17)
も　　　　　も　　　　　　　2,

この式に(6)式のui-lijmiを代入し,さらに(10)

式のL,を代入すれば,このイ直がゼロとなることは

明らかである。また人口増加効果はこの場合,

(11式から

pEi- (v-ljTOj

したがって

∑PEi-リ∑TO-∑mi
も

この式のりに(10)式のL,を代入すれば,実際の人

口増加となることがわかる。したがって,構造比

例係数L,を総産業人ロの両時点の比にとれば,棉

造効果の合計はゼロとなり,現実の人口増加のす

べてが人口増加効果の合計に吸収せられてしまう

ことになる。

つぎにL,を,上述の産業人口でなく,総人口の

基準・比較両時点の比にとれば, 2つの効果がど

研　　　究 Vol. 15　No. 3

うなるかが,ここでは興味のある結果をもたらすC、

総人口が増加し,それにつれて,類型的には

(1)産業人ロが減少する場合

(2)産業人口も増加はするが,その増加のテンポが

総人口の増加のテンポに追いつかない場合

(3)同じく産業人口が増加して,しかもその増加のl

テンポが総人口の増加のテンポに等しい場合

(4)産業人ロの増加のテンポが総人口の増加のテ

ンポを追い抜く場合

の4つに大別できよう。いま産業人ロの増加比を

r,総人口を,基準時についてはP,比較時につ,

いてはQであらわせば, 4つの類型はつぎのよう・

にあらわすことができる。まず

∑li L

r=云&i=面

であり,総人口の増加比はこの場合L,に等しいか・

ら構造効果は(17)式から,おのおのの類型につい・

てつぎの僧をとる。

(1A) r<l<vの場合　∑SEt<0

(2A) l<r<vの場合　∑SEi<0

(3A) r-vの場合　∑SEd-0

(4A) l<v<rの場合　∑SEi>0

また人口増加効果については,

のことがわかる。

(19)式からつぎ

(IB) r<l<vの場合　∑PEi芸0

(2B) l<rくLJの場合　∑PEt>Q

(3B) r-yの場合　　∑PEi>0

(4B) 1くy<rの場合　∑PEi享0

以上は人口が増加する場合であるが,これがt

減少する場合にも, 2つの効果をいろいろな場合

に分けて分析することは可能である。しかし現実~

の問題としては人口増加の場合が一般的であり,

したがって以下の統計分析にあたっては,人口増

加の場合だけについて考える。さらにわれわれに

興味のあるのは,人口増加効果よりもむしろ,構-

造効果であり,この立場から各国の経済発展の段

階を分析することがここでの問題である。

さて,総人口増加の場合, 3Aの類型はほとん

ど起りえないと考えてよいが,これは総人口と産

業人ロとの均衡型である。次節の分析ではチュコ

がこの例であるO　これに対して,一般的には(1A)チ,I

(2A)および(4A)の場合が現実的な場合である。
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(1A)の類型では,総人口がある2時点におい

て増加するにもかかわらず,産業人口そのものが

減少する場合であって,この場合には人口増加分

プラス産業人口の減少分が失業者とならざるをえ

.,ない。その原因は産業が衰退しつつあって,雇用

・の機会が少なくなる場合であり,構造効果はいち

・じるしくマイナスとなる。この類型はいわば産業

-後退塾とも称すべきものである。

これに対して(2A)の類型では,産業人ロも総

_人口の増加とともに,増大はするが,ただそのテ

ンポが総人口増加のテンポに遅れる場合であり,

この場合は総人口の増加分から産業人ロの増加分

を差し引いた残りが失業者数となるのであり,樵

遺効果はこの場合もなおマイナスとなるが, (1A)

の場合ほどは著しくないものと考えられる。これ

を失業発生型と名づけよう。

4Aの場合では,産業人口増加のテンポが総

人口増加のテンポを上廻るものであり,産業人ロ

の増加分から総人口の増加分を差し引いた残りが

一新らしく産業人口に繰り入れられる場合であって,

雇用増大型と見ることができよう。この場合構造

効果はプラスの値をとるO　もっともこの際,産業

人口の絶対数は必ず増大するとはかぎらないが,

此較時の雇用の機会は基準時に比較して増大する

l'=とを注意しておく。

なお,以上のように,総人口と産業人口との問

題を考えるにあた~っては,出生,死亡,生産年齢

人口,賃銀などの諸問題を同時に考慮する必要が

あるが,ここではマクロ的な立場から,これらの

一諸要因は一応考慮外におくことにする。

VI　統計分析

以上で理論モデルの作成を終ったので,最後に,

統計資料によっノて産業人口構造の国際比較を行な

い,経済発展の類型を見出だしてみよう。

まず,つぎに各国の産業別人口を掲げる(第1

義)。ただし基準・比較両年次は原則として1953

年と1960年とをとったが,統計表に当該年次の

数字のないものはやむをえず,それらに近い年次

をとった。

(ここに掲げた国のほかにも2,3の国の統計が利用で

きるが,それらについては2,3年間の数字よりえられ
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ないので,ここでは剖愛してある。)

第2.表は第1表の各年次に対応する各国の総人

口とその両年度における増加比リ(比較時の総人

口を基準時の総人口で割った値)とを示す。この

表ではアイルランドだけが0.961であって,その

他は1より大である。 1より小であることは人口

の減少を示し,大であることは増加をあらわす。

以上の2つの表から第3表を作成する。この表

において実際増加分というのは,第1表の比較時

の産業別人口から基準時の産業別人口を差し引い

た現実の人口増加であり,比例人口というのは,

基準時の産業別人口にL,を掛けたものである。産

業別人口増加効果PEiは(18)式から求められ,産

業別構造効果SEiは(16)式から求められる。また

総産業人口増加効果と総産業構造効果とはそれぞ

れ19式および16式から求められる。もしこの

際, pが1よりも大きければ, PEtは全部プラス

となり, 1より4)小であれば,全部マイナスとな

る。また産業別人口が総人口の増加と完全に比例

して増減するならば,産業別のSEiはすべてゼ

ロとなり,したがってその合計もゼロとなる。産

業構造にひずみがあれば,それがSEに全部反映

してくる。第3表において,産業別に求めたPEi

とSEiとの和はつねに実際増加分に等しく,そ

れらの合計についても同様の関係がある。

しかしここに注意を要することは,各国別に見

て,その基準時と比較時の間隔が不揃いであり,

このPEiとPEiとを各国ごとに比較することが

不可能なことである。さらに絶対入口の大きさも

各国ごとに異なるから,この点からも各国ごとの

比較は困難となる。もちろんある1国内の産業間

比較は可能である。そこで1国についての産業間

此鮫はいうまでもなく,さらに各国間の比較をも

可能ならしめるためにSEiとPEiとを実際増加

分の絶対値で割った率を最後に計算した。この2

つの値は産業別に合計してかならず1もしくは

11になるものであり, 1の場合は産業人ロは増

加し,マイナス1の場合は減少したことを示す。

最後に,第5節に説明した類型を,計算結果に

基づいて,各国にあてはめた結果を示せばつぎの

とおりである。 (アイルランドを除く。)
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第1表　産業別人口　　　(単位1,000人)

資料: International Labour Office, Year Book of Labour Statistics, Gene-
va, 1961, Table 6, pp. 80-99.

備考: *其佃を含む。 †鉱業・製造業には電力事業を含み,公益・運輸通信業にはこれ

を含まないo †T鉱業を除くo p怠業を含まないo **製造業には電力・ガス事
業を含み,公益・運輸通信業にはこれを含まない。

究 Vol. 15　No. 3

第2表　総人口
(単位1,000人)

資料　United Nations, Demographic Yearbook,1961,

pp. 126-138.

(1A)産業後退型(r<l<v)-　タン

ガニカ

(2A)失業発生塑(l<rくL,)-ガ-ナ,

カナダ, U.S.A.,プェルトリコ,

フイリッピン,ベルギ-,フラン

ス,ノルウェイ,ニュ-ジトラン

ド

(3A一　雇用増大型(lO<r)-イ

スラエル,日本,オーストリア,

ブノレガリア,西独, -ンガリア,

オランダ,イギT)ス,ユ-ゴ,オ

←ストラリア,ソ連

(4A)一　均衡型(lO-r)-チュコ
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第3表　PEとSEの表　　　　　　　　　　　　　(単位1,000人)

( 1 )

実 際

増 加 分

比 例

人 口
P E S E 豊 器

ー4 5

2 1 1

5 7

- 1 6

2 4 4

4 0 9

4 ,5 2 6

1 ,0 7 8

9 1 1

2 , 1 8 9

2 3

2 5 6

6 1

5 1

1 2 4

- 6 8 0 . 5 1

- 4 5 1 .2 1

- 4 1 . 0 7

3 . 1 9

1 2 0 0 . 5 1

ー 1 .6 1

- 0 .2 1

- 0 . 0 7

- 4 . 1

0 . 4 9

4 5 1 9 , 1 14 8 1 6

一 品「 ‖ 4 -

- 0 . 1 4

- 8 4 0 . 7

1 4 . S

2 , 4 6 0 . 1

6 7 1 . 1

1 6 4 . 7

1 , 6 6 2 . 1

4 . 6

8 0 4 .8 6 3 . 7

5 4 3 .5

1 ,6 9 7 .1 1 2 6 .6

1 , 3 8 6 .4 1 0 9 .8

6 , 2 0 4 .7 4 1 2 .2

- 4 2 5 . 2 0 . 2 6

- 4 9一4 4 . 4 5

1 , 9 1 6 . 6 0 . 2 2

6 4 4 . 6 0 . 1 8

6 4 . 9 0 . 6 7

1 , 2 3 9 . 9 0 .2 5

- 1 . 2 5

- 3 . 4 5

0 . 7 8

0 . 8 1

0 . 3 3

0 . 7 6

4 , 6 2 1 . 6 1 6 , 9 2 2 . 7 1 , 3 4 0 .1
*

3 , 2 8 1一6 0 .2 9 0 . 7 1

5 0 7

2 84

- 3 9

6 3

1 0 8

7 04

1 , 0 7 7

3 1 1

2 3 4

5 2 7

2 8

4 2

1 2

9

2 1

4 7 9 0 . 0 6

2 4 2 0 .1 5

- 6 1 0 .3 1

5 4 0 .1 4

8 7 0 . 1 9

0 . 9 4

0 .8 5

- 1 .3 1

0 . 8 ‥

0 .8 1

9 2 3 2 ,8 5 3 1 1 2

8 1 1ー 0 .1 2

0 . 8 8

- 4 7

2

4

ー2 1

1

- 5

4 4 2 - 1 8

1 0 0

1 7 9 - 7

8 1 - 3

6 4 ー3

3 5 0 - 1 4

- 2 9 - 0 . 8

2 0

l l - 1 . 7 5

- 1 8 ー0 . 1 4

芝 I S

- 2 .8

- 0 . 6 2

1

2 . 7 6

- 0 . 8 6

2 .

1 .

- 68

*

1 , 1 2 5

*

- 4 6
- O . e - 0 .3 2

- 2

1 4 6

4 7

l 1

2 72

6 6

1 , 2 5 6

3 6 2

3 8

1 , 8 8 6

6

1 0 8

3 1

3

1 6 2

- 8 3

3 8 fl . 74

1 6 0 . t

- 2 3

1 1 0 0 . 6 0

0 . 2 6

0 t 3

ー2

0ー4

4 (34 3 , 6 0 3 1 0
1 5 4】 0 . 6 7

0ー3 3

- 2 7

- 1

1 5

- 4

1 9

4 7

8 7 5

1 0 1

3 3 3

1 0 8 6

1 3 9 8

3 4 7

- 3 2

- 2

Q

I l o

l l

2 8

0 . 1 9

1

1 - 2

1 . 5

0 . 4 2

0 . 4 0

- 1 . 1 9

- 2

ー 0 . 2

- 2 . 6

0 . 5 8

0 . 6 0

4 9
*1 , 0 2 3

1 . 1 4 - 0 . 1 4

- 1 0 4

ー 1 1 6

6 5

1 3 0

- 7 1

1 , 4 8 6

1 , 1 2 3

9 0 6 2 9

9 , 0 3 5 2 8 9

4 7

2 , 1 7 2

8 , 2 5 2

- 1 4 0

- 1 4 5

- 2 2 4

8 3

- 1 4 0

1 , 2 2 2

0 . 3 5

0 . 2 5

4 . 4 5

0 . 3 6

I :霊

- 1 . 3 6

- 1 . 2 5

- 3一4 6

0 . 6 4

- 1 . 9 V

0 . 8 2

1 , 3 9 0 2 2 , 9 7 2 7 3 4 6 5 6 0 . 5 3 0 . 4 7

ガーナ
i>- 1.494
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・.18】 -0.18合　　計

タンガ
ニカ
11= 1.133

虚　林水　産　業
鉱　　　　　　業

製　　造　　業

建　　設　　業

公益・違適業

商業・サービス業

合　　計

農 .林 水 産 業

鉱 業

製 造 業

建 設 . 業

公 益 . 運 通 業

商業 . サ【ビス業

- 177

2

86

71

34

704

1,169

109

1,661

416

577

2,359

193

18

277

69

96

393

- 370- 16

- 191

2

I 62

3 11

1.09

9

3 .22

0 .97

2 .82

0 .5 6

】2 .09

- 8

- 2 .22

0 .03

- 1 .82

0 .44

合 計 720
*
i,2 82

辛
1,04 7

*

- 327
1.4 5 - 0.45

農 林 水 産 業

鉱 業

輿 . 近 . 業

建 設 業

公 益 . 運 適 業

商業 . サ【 ビス業

- 839

- 1 87

- 8 69

173

】300

4 ,639

7 ,395

960

19,427

2 ,955

4 ′757

27,891

833

108

2,189

333

636

3,143

- 1,672

- 295

】 3,058

- 160

- 836

1,496

0.99

0.58

2.52

1.92

1.79

0.68

ー 1.99

- 1.58

- 3.52

- 0.92

- 2.79

0.32

会 計 2 ,61V
*

63,386
辛

7,143
*

- 4,52 6
2 .73 - 1.73

農　林　水　産　業

鉱　　　　　　業

製　　造　　業

建　　設　　業

公益・運通業

商業・サ-ビス業

会　　計　　　　　　　　　680

オランダ
v =1.094

農　林　水　産　業

鉱　　　　　　業

製　　造　　業

建　　設　　業

公益・運通業

商業・サービス業

会　剖】116.1
0.22　　0. 78

日　本

=1.075

農　林水　産　業
鉱　　　　　　業

製　　造　　業

建　　設　　業

公益・連通業

商業・サービス業 狙;
合　　計　　　5, 60 42,065 2,938　　0.52l 0.48

イギリス

u= 1.033
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この裏を見て　U.S.Aが失業発生型に入り,

l日本,東欧諸国,ソ連が雇用増大型に入っている

のは興味を引く事実である。

VII　結　語

以上によって,まず理論モデノレを設定し,これ

を各国の産業別人口に適用したのであるが,経済

の発展は,産業人口が第1次産業-第2次産業-

第3次産業へと進展することによって示される。

したがって,いままで述べてきた人口増加効果と

構造効果とは各産業ごとに個別的に見る必要も同

時にあるのであって,その合計だけでは経済構造

の変化は充分には論ぜられない。この意味におい

て, 2つの効果を第3表について産業別に検討す

る必要がある。これらの個別的な2つの効果をい

かに総合するかは,今後に残された問題であるが,

∑PEiと∑SEiとはそのうちの重要な1つの解

答であることは間違いのないところであろう。

なあ　国際比較のときに使用した方法は,産業

人口の構造分析だけでなく,広く他の問題にも適

用する道を開いているものと考える。


